
vアむ

健康保険組合連合会会長 殿

保保発 0123第 1号

平成 26年 1月 23日

総務省行政評価局における「特別の法律により設立される民間法人等

の指導監督に関する行政評価・監視の結果(勧告)Jについて

標記について、総務省から当省に対し、平成 25年 12月 13日付で別添のとおり勧

告がなされ、同勧告においては、貴連合会に関する事項として、財務内容等に関する

書類の作成・公開の推進について、改善措置を講じる必要があるとされているところ

である。

ついては、今回の勧告の内容を踏まえ、下記について、適切な改善を図られたい。

また、その改善結果について、平成 26年 7月 17日までに回答をお願いする。

記

1 法人運営の基盤整備を図ることで、法人のガパナンスを強化し、法人自らの事務処

理実施の継続性を担保する観点から、附属明細書の作成及び公開を行うことを定款

等の内部規程において規定すること。

2 上記 1の措置に伴い、附属明細書を含めた財務内容等に関する書類の作成及び公

聞を行うこと。

3 作成及び公開する附属明細書は、企業会計基準、公益法人会計基準、特殊法人等

会計処理基準等に記載されている事項を参酌して、貸借対照表及び損益計算書又は

正味財産増減計算書の内容を明瞭に補足説明する事項を記載すること。また、国庫

補助金等の明細を附属明細書に表示すること。
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特別の法律により設立される民間法人等の指導監督に関する

行政評価・監視の結果(勧告)

この度、「特別の法律により設立される民間法人等の指導監督に関する行政評

価・監視Jを実施した結果、別紙のとおり貴省所管事項について改善する必要

の認められるものがありますので、勧告します。

なお、これについては、別添の特別の法律により設立される民間法人等の指'

導監督に関する行政評価・監視結果報告書を参照の上適切な改善措置を講じ、

その結果を平成 26年 7月 31日までに御回答ください。

担当:行政評価局評価監視官吉田光

電話 :03(5253) 5433 
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特別の法律により設立される民間法人等の

指導監督に関する行政評価 g 監視

<調査結果に基づく勧告>

総務省では、特別の法律に基づき設立され、国の行政の代行的 s 補完的

業務を行っている民間法人等について、その全体像を明らかにしつつ、運

営の適正性固透明性の一層の確保を図る観点から、これらの法人の事務・

事業運営の状況、関係府省による指導監督などの関与の状況等を調査し、

その結果を取りまとめ、必要な改善措置について勧告することとしました

ので公表します。

【本件連絡先】

総務省行政評価局財務、経済産業等担当室

担当:中山、市川、宮本、服部、小林、山田

電話 :03-5253-5433(直通)

FAX: 03-5253-5436 

E-mail: https:llm.soumu.go.jp/hyouka/i-hyouka-form.htm I 

※ 結果報告書等は、総務省ホームページに掲載しています。

http://州 .soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/hyouka_kansi_n/ketsuka.h加|



特別の法律により設立される民間法人等の指導監督に関する行政評価・監視の結果に基づく勧告(概要)

勧告先(伺9府省):園家公安委員会(警察庁)入、金融庁、 | 

指導監督基準(注)の対象とされている49法人(特別の法律に基づき設立され国の行政の代行的・
補完的業務を実施)

(注)r特別の法律により設立される民間法人の運営に関する指導監督基準J(H14.4.26閣議決定):37法人

[…5埠如蜘叩年帆恥悶1口 岬 …2泊月

総務省、法務省、財務省、厚生労働省、 | 
農林水産省、経済産業省、国土変通省!

(P4参照)特別の法律により設立され る法人の運営に関する指導監督基準J(HI8.8.15閣議決定): 12法人

1全体像
・事務・事業の概要

.財務の概要

・組織の概要

-情報公開の概要

・国の関与等の概要

(2詳細 司法人別個表 ) 

ヨコa題提起欄~~
①指導監督基準に沿った法人運営の徹底

(②内部留保の適正性・透明性確保 ) 

(③手数料の適正性・透明性確保 ) 

( ④ デ仰向ャーの推進 ) 

に〉

亡〉

特別民間法人等

への理解の促進

ガパナンスの
徹底

国民負担の
低減

一-~ 回一

透明性の
確保

国の行政の一翼

を担う特別民間

法人等の適正性・

透明性の確保

信頼性の高い

行政の実現
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!全体像:結1..告書P2"'65、法人別個表:結果報告書第3

(単位:法人)

検査 災害 士 共年 事 投 Z l合業 済金 業 資
区 分

. 
防 体団

' 者
育成

他

検定 止 保険 体団 1計. 
法人数 6 7 8 8 11 3 6I  許 49

" 四 F

。 政府設立 3 I 0 I 0 I 1 I 0 3 2 1I 9 
ロ四回申帥岡田 ..回目白， ，目園田回目

設 認可 3 I 7 I 1 I 6 I 11 O 4 32 
立 町田回目口r.J0"  11 '" L'I (I~ 1'10 ~ l' fl ~荷山口回目即日間回目白川町四回目四日目回目白 官官田町田 n官 DUQl¥lar 唱恒司 00胴

!定款認可 O O 7 1 O O O 8 

理事長任命の
6 O O 2 O 3 認可

国 i予算統制
6 1 4 6 3 3 4 27 

の (認可、届出等)

関 決算統制
7 3 与 (承認、提出等) 6 4 7 8 

みなし公務員 6 O 2 4 1 O 3 ~ 16 

守秘義務 4 7 2 1 3 O 

法人税減免 6 7 8 一8 10 O 5 44 
同一 ←一 '--.:~-ー相 --富市 γ間~ 間

事務費補助 O 7 O 2 3 O 

第三者分配 O O O 3 7 O o iI 10 

補助
1I 

負担金 O O O 4 O O 15 
金
等

3 13 その他 O O O 2 8 O 

委託費 1 2 1 O 4 O 1l 9 
』ー

※政府出資を受けている法人はない。
※設立時期・経緯、旧法人形態、民間法人化の時期等も様々

(注)H24.12.1現在。ただし、財務に関するデータは、 H23年度ベース

全体:約4兆2，000億円
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。
500億円~
1千億円

2法人

(4.1%) 

~10憶円

16法人

(32.7%) 

0 年間収入額規模別法人数

500億円~

1千億円

2法人

(4.1覧)

1兆円~
1法人

(2.0%) 

O 常勤役員(監査役員含む)規模別法人数

5人~
12法人

(24.5%) 

0人

10法人

(20.4%) 

2
 

O 常勤職員規模別法人数

500-999人

2法人

(4.1%) 
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2 主な勧告事項と調査結果

(1)指導監督基準に沿った法人運営の徹底
一一一干一一

一 一一 一一一一一

ニ3 i結果報告書P83....... 

O 指導監督基準に沿った法人運営の徹底

掴基準該当性の明確化

基準適合の徹底

(2)法人運営の適正化の推進
一一一一一一一一一-----ー ιF

i結果報告書P98....... 

O 内部留保の適正性・透明性確保

岡積立金等の計上ルールの明確化

.積立金等の在り方・規模の見直し
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O 手数料の適正性・透明性確保

田算定根拠の明確化

・手数料の定期的見直しの仕組みの整備

手数料の引下げ等の見直し

i結果報告書P163....... 

O ディスクロージャーの推進

回附属明細書の作成圃公開規定の整備

:-1. ~\~主L4d五~;~~~~j~(~奪三-Hj 結果報告書P76...... 

~ (指導監督の状況が公表されている37法人1，329事項のうち)

~O 例外や運用の幅により、基準該当性が不明確なままr基準非該当』、

「基準未適合』とされているもの:22法人42事項

…-i結果報告書P82、83、図表n-1 -1 (P8S.......90) :'… 

認さ…i:保持室長5ZJju--H・H・..…....・M ・...・H・-j面下副長103) ~.. 

(検査・検定等の手数料を源泉とする積立金等の性質・規模を勘案し抽出した
9法人19種類のうち)

O 計上ルール(目的、目標額、積立ての考え方)が不明確:7法人13種類

O 取崩実績ゼ口、目標額不明確な多額積立金等、見直しが必要なもの:

!結果報告書P9S.......98: 6法人10種類

川;三注壬芸与出べ
(検査・検定等の手数料の額の決定について国の関与が強いもの20法人171件のうち)

O 算定根拠が不明確:19法人165件 | 
t-:図表11-2-5(P112) 1 

O 過去10年以上見直しなし:10法人81件|

O 多額の純資産や見直しが必要な積立金等の源泉となっている手数料:

i図表11-2-9 (P1S7.......160)、図表n-2-6(P128): 6法人111件

r'<~Jii8;í吾容・ i塑却費円三j"

;0附属明細書が未作成(15法人)、未公開(20法人) 四季旦二号二11(P竺旦jj

。一一



特別の法律により設立される民間法人等一覧

No. 
法人

区分 法人名 所管府省 設立年月日 旧形態 民間法人化年月日
類型

日本消防検定協会 総務省 昭和38年10月1日 特殊法人 昭和62年1月1日

2 危険物保安技術協会 総務省 昭和51年11月10日 認可法人 昭和62年1月1日

3 
検査・検定

高圧ガス保安協会 経済産業省 昭和38年12月20日 特殊法人 昭和61年10月1B 

4 日本電気計器検定所 経済産業省 昭和39年12月28日 特殊法人 昭和61年10月1日

5 軽自動車検査協会 国土交通省 昭和47年8月24日 認可法人 昭和62年10月1日

6 自本小型船舶検査機機 国土交通省 昭和49年1月28日 認可法人 昭和62年10月1日

7 建設業労働災害防止協会 厚生労働省 昭和39年9月1日 認可法人 平成元年7月18日

B 陸上貨物運送事業労働災害防止協会 厚生労働省 昭和39年8月15日 認可法人 平成元年7月18日

9 
災害防止

林業・木材製造業労働災害防止協会 厚生労働省 昭和39年9月1日 認可法人 平成元年7月18日

10 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 厚生労働省 昭和39年9月1日 認可法人 平成元年7月18日

11 鉱業労働災害防止協会 厚生労働省 昭和39年10月1日 認可法人 平成元年7月18日

12 中央労働災害防止協会 厚生労働省 昭和39年8月1日 認可法人 平成12年6月19日

13 日本公認会計士協会 金融庁 昭和24年10月22日 認可法人 平成16年4月1日

14 日本行政省士会連合会 総務省 昭和28年2月22日 認可法人 平成15年3月4日

15 日本司法書士会連合会 法務省 昭和2年11月6日 認可法人 平成14年12月19日

目 士業団体
日本土地家屋調査士会連合会 法務省 昭和25年11月13日 認可法人 平成15年8月1日

戸 日本税理士会連合会 財務省 昭和26年12月8日 認可法人 平成14年10月29日

但 全国社会保険労務士会迎合会 厚生労働省 昭和53年12月27日 認可法人 平成15年3月31日

但 日本弁理士会 経済産業省 大正 11年5月5日 認可法人 平成14年S月29日

四 日本水先人会連合会 国土交通省 平成19年4月3日 平成19年4月3日

日1 消防団員等公務災害補償等共済基金 総務省 昭和31年11月20日 特殊法人 平成9年4月1日

院 年金・保険・
企業年金連合会 厚生労働省 昭和42年2月10日 認可法人 平成14年4月1白

~ 共済
右炭鉱幾年金基金 厚生労働省 昭和42年10月2日 認可法人 平成14年12月13日|

回 漁船保険中央会 農林水産省 昭和28年1月20日 認可法人 平成14年4月1日

回 全国漁業共済組合連合会 雌林水産省 昭和39年10月19日 認可法人 平成14年4月1日

回 全国Ii銚会絡所 雌林水産省 昭和29年11月11日 認可法人 平成14年4月1日

目 全国農業協同組合中央会 農林水産省 昭和29年11月29日 認可法人 平成14年4月1日

日2 事集者団体 日本商工会膳所 経済産業省 大正11年6月29日 認可法人 平成14年4月1日

回 全国商工会連合会 経済産業省 昭和37年2月21日 認可法人 平成14年4月1日

日2 全国中小企業団体中央会 経済産業省 昭和31年4月10日 認可法人 平成17年4月1日

国 東京中小企業投資育成株式会社 経済産業省 昭和38年11月15日 特殊法人 昭和61年7月1日

日2 投資育成 名古屋中小企業投資育成株式会社 経済産業省 昭和38年11月18日 特殊法人 昭和61年7月1日

回 大阪中小企業投資育成株式会社 経済産業省 昭和38年11月20日 特殊法人 昭和61年7月1日

~ 自動車安全運転センター 警察斤 昭和50年10月16日 認可法人 平成15年10月1日

直 その他
社会保険診療報酬支払基金 厚生労働省 昭和23年9月1日 特殊法人 平成15年10月1日

回 中央職業能力開発協会 厚生労働省 昭和54年7月1日 認可法人 平成10年7月31日

37 農林中央金庫 農林水産省 大正12年12月20恒 特殊法人 昭和61年9月8日

38 災害防止 船員災害防止協会
厚生労働省

昭和42年10月31日 一国土交通省
トー

~ 生命保険契約者保護機構 金融庁 平成10年12月1日
年金・保険・

昨日 健康保険組合連合会 厚生労働省 昭和18年5月6日 一共済

~ー1ー 国民年金基金迎合会 厚生労働省 平成3年5月30日 一
~ 日本語券業協会 金融庁 昭和48年7月1日 一
I戸4一3 特別法人

日本貸金業協会 金融庁 平成19年12月19日 一
日f 全国土地改良事業団体連合会 農林水産省 昭和33年8月19日

日5
事業者団体

全国食肉業務局卸協同組合連合会 農林水産省 昭和56年5月1日 一
農林水産省

46 日本商品先物取引協会 経済産業省 平成11年4月1日 一 一
』ー

日1 全国石油商業組合連合会 経済産業省 昭和38年11月20日

~ 損害保険料率算出機構 金融庁 昭和39年1月8日 一その他
49 原子力発電環境整備機檎 経済産業省 平成12年10月18日

(注)当省の調査結果による。
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特別の法律により設立される民間法人等の

指導監督に関する行政評価@監視

結果報告書

(抜粋)

平成 25年 12月

総務省行政評価局



前書き

公共的な役割を有する事務・事業の担い手には、国のほか、特別の法律に基づき国によ

り設立される独立行政法人や特殊法人、特別の法律に基づき民間の発意により国の認可を

受けて設立されるいわゆる「認可法人」、行政代行的な役割を担う公益法人など様々な類型

の法人が存在しており、累次の行政改革の取組の中で、これらの法人に対する国の関与や

指導監督の在り方も含めた見直しが行われてきたところである。

こうした法人のうち、「特別民間法人J(注1)については、「特別の法律により設立され

る民間法人の運営に関する指導監督基準J(平成 14年4月 26日閣議決定)が、「特別法人」

(注2) については、「特別の法律により設立される法人の運営に関する指導監督基準J(平

成 18年包月 15日閣議決定)が、それぞれ策定され、固として一定の指導監督を行うこと

とされている。

(注l) f行政改革に関する第5次答申一最終答申ーJ(昭和 58年 3月 14日臨時行政調査会)を受けた行政

改革や「特殊法人等整理合理化計画J(平成 13年 12月 19日閣議決定)による特殊法人等改革におい

て、事務・事業の制度的独占の原則廃止、国からの出資の廃止、役員選任の自主化といった「民間法

人化」が行われた特殊法人及び認可法人をいう。平成 25年 12月現在 37法人ある。

(注 2) 特別の法律に基づき設立される全国を地区とする法人のうち、法律により国の事務を行うこととさ

れているものや固からの補助金等と密接な関係を有する業務を行うもの等、一定の要件に該当する法

人をいうロ平成 25年 12月現在 12法人ある。

また、特別民間法人及び特別法人については、「今後の行政改革の方針J(平成 16年 12

月 24日閣議決定)において、いずれも「行政代行法人j として見直しの対象とされ、国民

負担の軽減、財政支出の削減、事務・事業の効率化等の観点から、検査・検定業務への民間

参入の促進、経常的経費に係る補助金・委託費の削減等が求められてきたところである。

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、これまで必ずしも明らかにされて

こなかった特別民間法人及び特別法人の実態や固との関わりの全体像を明らかにしつつ、

こうした法人が担うべき行政代行的・行政補完的機能の的確かっ効率的な発揮の観点から、

これらの法人の事務・事業運営の状況、関係、府省による指導監督などの関与の状況等を調

査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。
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(3)財務内容等に関する書類の作成・公開の推進(附属明細書の作成・公開規定の整備)

特別民間法人等が担っている事務・事業は、行政の機能を代行・補完する側面や、公共的・

公益的な性格を有しており、国民経済や国民生活との関連も深いものとなっている。また、特

別民間法人等の事務・事業の活動に要する資金が、事務・事業の対価である手数料等として受

益者(一般の国民)の負担により賄われることになっているものも少なくなく、ほとんどの法

人が法人税の一部減免措置の対象とされ、一部の法人では固定資産税についても減税措置の対

象とされているほか、国からの補助金等が投入されているものもみられる。このため、特別民

間法人等の活動に対する国民の理解を確保する観点からも、各法人の事業活動の状況、財政状

態及び経営成績について、国及び国以外の利害関係者のみならず、広く国民一般に明らかにし

ておくことが重要である。

官民を問わず、特別民間法人等の事業活動の状況や財政状態・経営成績を広く一般に明らか

にするための方法としては、財務内容等に関する書類の公開が一般的である。公共部門におい

ても、これまでも、特殊法人のデ、イスクロージャーの推進の取組、独立行政法人制度の設計、

公益法人改革などにおいて、財務内容等に関する書類の作成・公聞が進められてきたところで

ある。

特別民間法人指導監督基準及び特別法人指導監督基準においても、情報公開に関する事項が

示されており、事業報告書、貸借対照表、損益計算書などの財務内容等に関する書類の活用が

所与のものとなっている。

また、各法人が準拠している会計基準についても、ほとんどの法人が、企業会計基準、公益

法人会計基準又は特殊法人等会計処理基準のいずれかによっており、このような状況から、財

務内容等に関する書類の作成・公開についての一応の共通基盤は整っていると考えられる。

特別民間法人等のうち、銀行等と同等の金融機関として規制を受ける農林中央金庫並びに株

式会社として会社法の規制を受ける東京中小企業投資育成株式会社、名古屋中小企業投資育成

株式会社及び、大阪中小企業投資育成株式会社を除く 45法人について財務内容等に関する書類

の作成・公開の状況についてみると、次のとおり、附属明細書の作成・公開状況が他の財務内

容等に関する書類に比べ著しく低調となっている(図表II-2 -10及び図表II-2-11参照)。

①事業報告書については、 45法人全てが作成し、公開している。

② 貸借対照表については、 45法人全てが作成し、そのうち 44法人 (97.8%)が公開してい

る。

③ 損益計算書若しくは正味財産増減計算書又は収支計算書については、 45法人全てが作成し、

公開している。

④ 附属明細書については、 45法人のうち 30法人 (66.7%)が作成し、 25法人 (55.6%)が

公開している。

また、これらの書類の作成・公開に係る規律について、特別民間法人等の設立根拠法を始め
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とする各法人の業務運営等のルーノレを定めた法令や定款等の内部規程の整備状況についてみ

ると、次のとおり、附属明細書の作成・公開に係る規定の整備状況が他の財務内容等に関する

書類に比べ著しく低調となっており、このことが附属明細書の作成・公開状況が著しく低調と

なっている原因で、あると推察される(図表II-2 -12及び図表II-2 -13参照)。

① 事業報告書については、 45法人のうち、 41法人 (91.1 %)が作成の根拠規定を有し、 32

法人 (71.1 %)が公開の根拠規定を有している。

② 貸借対照表については、 45法人のうち、 43法人 (95.6%)が作成の根拠規定を有し、 33

法人 (73.3%)が公開の根拠規定を有している。

③ 損益計算書若しくは正味財産増減計算書又は収支計算書については、 45法人のうち、 43

法人 (95.6%)が作成の根拠規定を有し、 32法人 (71.1%)が公開の根拠規定を有している。

④ 附属明細書(財務諸表の注記等をもって同明細書に代えている 8法人を除く。)について

は、 37法人のうち、 17法人 (45.9%)が作成の根拠規定を有し、公開の根拠規定を有して

いるのは 11法人 (29.7%) となっている。

さらに、附属明細書の作成・公開はしていないが、財務諸表の注記等をもって附属明細書に

代えている 8法人(日本行政書士会連合会、日本司法書士会連合会、日本弁理士会、全国農業

協同組合中央会、日本商工会議所、船員災害防止協会、日本証券業協会、日本商品先物取引協

会)について、各法人の準拠している公益法人会計基準等を参考にしつつ記載されている情報

を確認したところ、全ての法人において附属明細書に求められている貸借対照表及び正味財産

増減計算書の内容を補足説明する重要な事項が記載されていた。また、この8法人のうち、財

務諸表の注記等と一体的に構成されている貸借対照表及び正味財産増減計算書のほか事業報

告書についても、組合員、債権者等に限定することなく公開する規定を整備しているものが 1

法人(日本商工会議所)みられた。

一方で、設立根拠法に財務諸表とともに附属明細書の備置き・閲覧が規定されているほか、

省令に附属明細書の記載事項が規定されているにもかかわらず(図表II-2-14及び図表II-

2 -15参照)、これまで附属明細書の作成・備置き・閲覧をしてこなかったものが 1法人(全国社

会保険労務士会連合会)がみられた。

もとより、ほとんどの法人が準拠している企業会計基準、公益法人会計基準及び特殊法人等

会計処理基準のいずれにおいても、附属明細書は、貸借対照表及び損益計算書(正味財産増減

計算書)の内容を補足説明し、これらと一体性を有する書類として考えられており(注)、各法

人の形態や事業の特性にかかわらず、特別民間法人等全てに共通的に作成が求められているも

のと考えられる。また、これらの会計基準に準拠する各法人を規律するための関係法令等(民

間部門でいえば会社法や金融商品取引法(昭和 23年法律第25号)の体系、公的部門でいえば、

個々の特殊法人の設立根拠法など)において、他の財務内容等に関する書類と並んで附属明細
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書の作成・公聞が義務付けられているのが一般的であるが(図表n-2 -16参照)、特別民間

法人等については、財務内容等に関する書類の作成・公開に関する規定の整備が遅れている状

況がみられた。

(注)法人ごとの附属明細書の公開及び内容に関する法令上の規定については、図表11-2-14及び図表11-2一

15を参照。

以上のとおり、貸借対照表及び損益計算書(正味財産増減計算書)の内容を明瞭に補足説明

し、かっ、これらと一体性を有する書類として、各会計基準においても共通的にその作成が予

定されたものである附属明細書を作成・公開することは、行政の機能を代行・補完する側面や、

公共的・公益的な性格を有し、国民経済や国民生活と深い関連を有している特別民間法人等の

活動に対する国民の的確な理解を確保する観点からも極めて有益である。

【所見】

したがって、所管府省は、特別民間法人等の事業活動の状況、財政状態及び経営成績を、広く国民

一般に明らかにし、法人の活動に対する国民の的確な理解を確保する観点から、附属明細書の作成・

公開(当該書類の公開は、少なくとも主たる事務所に備置き、組合員・債権者等に限定することなく

一般の閲覧に供すること。)等に関し、現在の各法人の実施状況に応じて、それぞれ以下の措置を講

ずる必要がある。

①財務諸表の注記等をもって実質附属明細書に代えているが、事業報告書、貸借対照表及び正味財

産増減計算書の全て文は一部の書類について一般国民への公開に関する規定が整備されていない

法人に対して、財務諸表の注記等と一体的に構成されている貸借対照表及び正味財産増減計算書の

ほか事業報告書について、法人運営の基盤整備を図ることで法人のガパナンスを強化し、法人自ら

の事務処理実施の継続性を担保する観点、から、これらの書類の一般国民への公開に関する規定を法

令上義務付けるか、又は当該法人の定款等の内部規程において整備するよう指導すること。

(金融庁(日本証券業協会)、総務省(日本行政書士会連合会)、法務省(日本司法書士会連合会)、

厚生労働省・国土交通省(船員災害防止協会)、農林水産省(全国農業協同組合中央会)、農林水産

省・経済産業省(日本商品先物取引協会)、経済産業省(日本弁理士会))

② 法令又は当該法人の定款等の内部規程において、附属明細書の作成及び公開について規定されて

いない法人に対して、法人運営の基盤整備を図ることで法人のガパナンスを強化し、法人自らの事

務処理実施の継続性を担保する観点から、附属明細書の作成及び公開を行うことを法令上義務付け

るか、又は当該法人の定款等の内部規程において規定するよう指導すること。

(警察庁(自動車安全運転センター)、金融庁(日本貸金業協会、損害保険料率算出機構)、総務省

(日本消防検定協会、危険物保安技術協会、消防団員等公務災害補償等共済基金)、法務省(日本

土地家屋調査士会連合会)、厚生労働省(建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防

止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働災害防止協会、鉱業労働災害
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防止協会、中央労働災害防止協会、石炭鉱業年金基金、中央職業能力開発協会、健康保険組合連合

会、国民年金基金連合会)、農林水産省(漁船保険中央会、全国漁業共済組合連合会、全国農業会

議所、全国土地改良事業団体連合会、全国食肉業務用卸協同組合連合会)、経済産業省(高圧ガス

保安協会、日本電気計器検定所、全国中小企業団体中央会、全国石油商業組合連合会、原子力発電

環境整備機構)、国土交通省(軽自動車検査協会、日本小型船舶検査機構、日本水先人会連合会))

③ 上記②の措置に伴い、当該法人の他の財務内容等に関する書類の作成及び公開に係る規定の整

備水準が劣後することとなる場合には、それらの財務内容等に関する書類の作成及び公開に係る

規律が同等の水準となるよう措置するlこと。

(警察庁(自動車安全運転センター)、金融庁(損害保険料率算出機構)、総務省(日本消防検定

協会、危険物保安技術協会)、法務省(日本土地家屋調査士会連合会)、厚生労働省(建設業労働

災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業労働災害防止協会、鉱業

労働災害防止協会、中央労働災害防止協会、中央職業能力開発協会、健康保険組合連合会、国民

年金基金連合会)、農林水産省(漁船保険中央会、全国漁業共済組合連合会、全国農業会議所、全

国食肉業務用卸協同組針車合会)、経済産業省(高圧ガス保安協会、全国中小企業団体中央会、全

国石油商業組合連合会)、国土交通省(軽自動車検査協会、日本小型船舶検査機構)) 

④ 作成及び公開する附属明細書には、各法人がそれぞれ準拠している企業会計基準、公益法人会

計基準、特殊法人等会計処理基準等に記載されている事項を記載するよう指導すること。なお、

当該法人の財務及び会計に関する省令等を適用している、又は法人の特性に応じた会計基準に準

拠しており、これら省令等に附属明細書に表示する事項が明示されていない3法人(健康保院組

合連合会、国民年金基金連合会、全国石油商業組合連合会)に対しては、他の会計基準を参酌し

て、各法人の貸借対照表及び損益計算書又は正味財産増減計算書の内容を明瞭に補足説明する事

項を記載するよう指導すること。また、国から国庫補助金等の交付を受けている場合には、その

明細を附属明細書に表示するよう指導すること(既に国庫補助金等の明細を表示することとされ

ている特殊法人等会計処理基準に準拠している場合は除く。)。

(警察庁(自動車安全運転センター)、金融庁(損害保険料率算出機構)、総務省(危険物保安技

術協会、消防団員等公務災害補償等共済基金)、法務省(日本土地家屋調査士会連合会)、厚生労

働省(建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災

害防止協会、港湾貨物運送事業労働災害防止協会、鉱業労働災害防止協会、中央労働災害防止協

会、全国社会保険労務士会連合会、企業年金連合会、中央職業能力開発協会、健康保険組合連合

会)、農林水産省(漁船保険中央会、全国漁業共済組針車合会、全国農業会議所、全国土地改良事

業団体連合会、全国食肉業務用卸協同組針車合会)、経済産業省(高圧ガス保安協会、日本電気計

器検定所、全国商工会連合会、全国中小企業団体中央会、全国石油商業組針車合会)、国土交通省

(軽自動車検査協会、日本小型船舶検査機構))

⑤ 法令に規定された附属明細書の作成等をしてこなかった全国社会保険労務士会連合会に関して、

上記④の措置を講ずるとともに当該法人に対して、早急に法令を道守するよう指導すること。(厚

生労働省)

-164 -



図表II-2-10事業報告書等(附属明細書を除く)1こ関する作成・公開状況(平成25年1月末時点)

区分 旧形態 所管府省 法人名

特殊法人 総務省 日本消防検定協会

認可法人 総務省 危険物保安技術協会

検査・検定 特殊法人 経済産業省 高圧ガス保安協会

(6) 特殊法人 経済産業省 日本電気計器検定所

認可法人 国土交通省 軽自動車検査協会

認可法人 国土交通省 日本小型船舶検査機構

認可法人 厚生労働省 建践業労働災害防止協会

認可法人 厚生労働省 陸上貨物運送事業労働災害防止協会

災害防止 認可法人 厚生労働省 林業・木材製造業労働災害防止協会

(6) 麗可法人 厚生労働省 港湾貨物運送事業労働災害防止協会

認可法人 厚生労働省 鉱業労働災害防止協会

認可法人 厚生労働省 中央労働災害防止協会

認可法人 金融斤 日本公認会計士協会

認可法人 総務省 日本行政書士会連合会

認可法人 法務省 日本司法書士会連合会

士業団体 認可法人 法務省 日本土地家屋調査士会連合会

(8) 認可法人 財務省 日本税理士会連合会

認可法人 厚生労働省 全国社会保険労務士会連合会

認可法人 経済産業省 日本弁理士会

国土交通省 日本水先人会連合会

特殊法人 総務省 消防団員等公務災害補償等共済基金

認可法人 厚生労働省 企業年金連合会
年金・保険・共済

認可法人 厚生労働省 石炭鉱業年金基金(5) 

認可法人 農林水産省 漁船保険中央会

認可法人 農林水産省 全国漁業共済組合連合会

認可法人 農林水産省 全国農業会議所

認可法人 農林水産省 全国農業協同組合中央会
事業者団体

恕可法人 経済産業省 日本商工会掻所(5) 

認可法人 経済産業省 全国商工会連合会

認可法人 経済産業省 全国中小企業団体中央会

極可法人 警察庁 自動車安全運転センヲー
その他

特殊法人 厚生労働省 社会保険診療報酬支払基金
(3) 

認可法人 厚生労働省 中央職業能力開発協会

災害防止
特別法人

厚生労働省
船員災害防止協会

(1) 国土交通省

特別法人 金融斤 生命保険契約者保穫機構
年金，保険・共済

特別法人 厚生労働省 健康保険組合連合会
(3) 

特別法人 厚生労働省 国民年金基金連合会

特別法人 金融庁 日本医券業協会

特別法人 金融斤 日本貸金業協会

特別法人 農林水産省 全国土地改良事業団体連合会
事業者団体

特別法人 農林水産省 全国食肉業務用卸協同組合連合会
(6) 

特別法人
農林水産省

日本商品先物取引協会
経済産業省

特別法人 経済産業省 全国右油商業組合連合会

その他 特別法人 金融庁 損害保険料率算出機構

(2) 特別法人 経済産業省 原子力発電環境整備機構

事業報告書等を作成している法人数

事業報告書等を公開している法人数

(注)1 当省の調査結果による。

2 @は、事業報告書等について、作成・公開している法人を表示している。

3 0は、事業報告書について、中間報告が公開されている法人を表示している。

4 Ll.1立、貸借対照表の作成はしているが、公開されていない法人を表示している。

5 r会計基準J柵は、法人が擦用している次の会計基準を表示している。

会計基準

企業

企業

企業

特殊法人

企業

企業

特殊法人

特殊法人

特殊法人

特殊法人

特殊法人

企業

公益法人

公益法人

公益法人

公益法人

公益法人

公益法人

公益法人

公益法人

企業、特殊法人

企業

企業

企業、その他

企業

企業

公益法人

公益法人

公益法人

企業

企業

企業

公益法人、企業

公益法人

預金保険機構

規約等

省令

公益法人

公益法人

公益法人

企業

公益法人

中小企業等

公益法人、企業

特殊法人

「企業J:企業会計基準、「特殊法人J:特殊法人等会計処理基準、「公益法人』公益法人会計基準、

公開(イン11ーネット)

事 貸
業 借
報 対
a回k 照
書 表

。 。
。 。
。 。
。 。
。 。
@ @ 。 。
。 。
。 。
。 。
。 。
。 @ 

@ 。
。 。
@ @ 

。 。
@ 。
。 。
。 。
。 。
。 。
。 。
。 。
。 。
。 。
。 。
。 A 。 。
。 @ 

。 。
@ 。
@ @ 

。 。
。 @ 

。 。
。 。
。 @ 

@ 。
。 。
O 。
。 。
。 @ 

。 。
@ 。
@ 。
45 ， 45 
45 44 

「預金保険機構J:預金保険機構会計規程、「規約等J:法人の肉部規程、「中小企業等J:中小企業等協同組合会計基準
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図表 II-2一11 附属明細書に関する作成・公開状況

区分 旧形態 所管府省 法人名

特殊法人 総務省 日本消防検定協会

箆可法人 総務省 危険物保安技術協会

検査検定 特殊法人 経漕産業省 高圧ガス保安協会

(6) 特殊法人 経済産業省 日本電気計器検定所

認可法人 国土交通省 軽自動車検査協会

寵可法人 国土交通省 日本小型船舶検査機構

題可法人 !厚生労働省 建霞業労働災害防止協会

認可法人 厚生労働省 陸上貨物運送事業労働災害防止協会

災害防止 認可法人 厚生労働省 林業・木材製造業労働災害防止協会

(6) a可法人 厚生労働省 港湾貨物運送事業労働災害防止協会

認可法人 厚生労働省 鉱業労働災害防止協会

認可法人 厚生労働省 中央労働災害防止協会

毘可法人 金融庁 日本公認会計士協会

認可法人 総務省 日本行政書士会連合会

認可法人 法務省 日本司法書士会連合会

士業団体 認可法人 法務省 日本土地家屋間査士会連合会

(8) 認可法人 財務省 日本税理士会連合会

認可法人 厚生労働省 全国社会保険労務士会連合会

認可法人 経済産業省 日本弁理士会

国土支通省 日本水先人会連合会

特殊法人 総務省 消防団員等公務災害補償等共済基金

認可法人 厚生労働省 企業年金連合会
年金・保険・共済

認可法人 厚生労働省 石炭鉱業年金基金(5) 

認可記長人 農林水産省 漁船保険中央会

寵可法人 農林水産省 全国漁業共済組合連合会

認可法人 農林水産省 全国農業会踏所

認可法人 農林水産省 全国農業協同組合中央会
事業者団体

盟可法人 経済産業省 日本商工会議所
(5) 

認可法人 経済産業省 全国商工会連合会

m可法人 経済産業省 全国中小企業団体中央会

認可法人 警察斥 自動車安全運転セン9ー

その他
特殊法人 厚生労働省 社会保険診療報酬支払基金

(3) 

認可法人 厚生労働省 中央聡業能力開発協会

災害防止
特別法人

厚生労働省
船員災害防止協会

(1) 国土交通省

特別法人 金融庁 生命保険契約者保障機構
年金・保険・共済

特別法人 厚生労働省 健康保険組合連合会
(3) 

特別法人 厚生労働省 国民年金基金連合会

特別法人 金融庁 日本匝券業協会

特別法人 金融庁 日本賞金業協会

特別法人 農林水産省 全国土地改良事業団体連合会
事業者団体

特別法人 農林水産省 全国食肉業務用卸協同組合連合会
(6) 

特別法人
農林水産省

経済産業省
日本商品先物取引協会

特別法人 経済産業省 全国石油商業組合連合会

その他 特別法人 金融庁 鍋害保険料率算出機構

(2) 特別法人 経済産業省 原子力発電環境整備機構

附属明細書を作成・公開している法人数

(注)1 当省の調査結果による。

z財務諸表の注飽等をもって附属明細書に代えている法人を含むe

3 @は、法律上の規定に基づき、作成・公開している法人を表示している。

4 0は、政令・省令の規定に基づき、作成・公開している法人を表示している。

5 ロは、経理規程等に基づき、作成・公開している法人圭表示している.

6 sI立、法令等の規定lまないが、任意に作成・公開している法人を表示している。

作成

会計基準
名称

企業 ム 財務諸表附属参考資料

企業

企業

特殊法人 A 附属明細書

企業 A 附属明細書

企業

特殊法人

特殊法人

特掠法人

特殊法人

特殊法人 ロ附属明細書

企業 ロ附属明細書

公益法人 。附属明細書

公益法人 A 財務筒表の注記

公益法人 A 財務諸表の注記

公益法人

公益法人 。附属明細書

公益法人

公益法人 ム 財務諸表の注包

公益法人 ロ附属明細書

企業、特殊法人 ロ附属明細書

企業 。附属明細書

企業 ロ財産自録内訳表

企業、その他 ロ附属明細書

企業 ロ附属明細書

企業 ロ附属明細書

公益法人 ム 財務諸表に対する注記

公益法人 ム 計算書類に対する注偲

公益法人 。附属明細書

企業

企業 A 附属明細書

企業 @ 附属明細書

公益法人、企業

公益法人 A 注記

預金保険機構 。問属明細書

規約等

省令 A 決算附属資料

公益法人 a 財務諸表に対する注記

公益法人 ロ附属明細書

公益法人 ロ附属明細書

企業

公益法人 ロ財務諸表に対する注記

中小企業等

公益法人、企業

特殊法人 A 鮒属明細書

30 

7公開楊の法人数の下段l立、何かしらの方法で公開している法人数(重複している法人数を除<.)を表示している。

自「会計基準』欄は、法人が探用している次の会計基準を表示している。

公開

備付 閲覧

ム

ロ A 

ロ ム

@ @ 

@ @ 

ム ム

O O 

A A 

ロ ロ

ロ ロ

。 。
。 。

@ 。

@ 。
A A 

ム A 

A A 

16 17 

25 

「企業』企業会計基準、「特殊法人J:特殊法人等会計処理基準、「公益法人J:公益法人会計基準、「預金保険機構J:預金保険機構会計規程、「規約等J:法人の内部規程、

『中小企業等J:中小企業等協同組合会計基準
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図表 II-2-12事業報告書等に関する作成のルール
作成(ルール)

損

事 貸
正益
時計

業 借 財耳

報 対 産書

告 照 増・
区分 旧形態 所管府省 法人名 会計基準 書 表

滅〔

計収
，.，主
書計

事
書
) 

特殊法人 総務省 日本消防検定協会 企業 。 。 。(ム)

認可法人 総務省 危険物保安技術協会 企業 @ 。 。(.d.)

検査・検定 特殊法人 経済産業省 寓圧ガス保安協会 企業 A 。 @(.d.) 

(6) 特殊法人 経済産業省 目本電気計器検定所 特殊法人 A @ 。(ム)

認可法人 国土交通省 軽自動車検査協会 企業 。 @(.d.) 

認可法人 国土交通省 日本小型船舶検査機構 企業 。 。 。(.d.)

認可法人 厚生労働省 建設業労働災害防止協会 特殊法人 。 。 口

認可法人 厚生労働省 陸上貨物運送事業労働災害防止協会 特孫法人 。 。 ロ

災害防止 認可法人 厚生労働省 林業・木材製造業労働災害防止協会 特殊法人 。 。 ロ
(6) 箆可法人 厚生労働省 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 特殊法人 。 。 ロ

認可法人 厚生労働省 鉱業労働災害防止協会 特殊法人 @ @ ロ

認可法人 厚生労働省 中央労働災害防止協会 企業 。 @ ロ

認可法人 金融庁 日本公包会計士協会 公益法人 。 。 (@) 

認可法人 総務省 日本行政書士会連合会 公益法人 ロ ロ (ロ1

認可法人 法務省 日本司法書士会連合会 公益法人 ロ ロ (口)

士業団体 認可法人 法務省 日本土地家屋調査士会連合会 公益法人

(8) 認可法人 財務省 日本税理士会連合会 公益法人 。 。 口

認可法人 厚生労働省 全国社会保険労務士会連合会 公益法人 。 。 口

認可法人 経済産業省 日本弁理士会 公益法人 ロ 口

国土交通省 日本水先人会連合会 公益法人 。 @ @ 

特殊法人 総務省 消防団員等公務災害補償等共済基金 企業、特殊法人 @ 。 。

認可法人 厚生労働省 企業年金連合会 企業 。 。 O 
年金・保険・共済

認可法人 厚生労働省 石炭鉱業年金基金 企業 。 。 。
(5) 

認可法人 農林水産省 漁船保険中央会 企業、その他 。 。 。

認可法人 農林水産省 全国漁業共済組合連合会 企業 @ 。 。

認可法人 農林水産省 全国農業会議所 企業 。 ロ (口)

箆可法人 農林水産省 全国農業協同組合中央会 公益法人 @ 。 。
事業者団体

認可法人 経済産業省 日本商工会議所 公益法人 。 @ (@) 
(5) 

認可法人 経済産業省 全国商工会連合会 公益法人 。 。 (@) 

箆可法人 経済産業省 全国中小企業団体中央会 企業 。 。 @ 

認司法人 警察庁 自動車安全運転セン聖一 企業 A 。 。(.d.)

その他
特殊法人 厚生労働省 社会保険診療報酬支払基金 企業 。 。 。(.d.)

(3) 

認可法人 厚生労働省 中央職業能力開発協会 公益法人、企業 。 @ (@) 

災害防止
特別法人

厚生労働省
船員災害防止協会 公益法人 。 @ (@) 

(1) 聞土交通省

特別法人 金融斤 生命保険契約者保護機構 預金保険機構 。 @ 。(.d.)

年金・保険・共済
特別法人 厚生労働省 健康保険組合連合会 規約等 O 

(3) 

特別法人 厚生労働省 国民年金基金連合会 省令 。 。 。

特別法人 金融庁 日本匝券業協会 公益法人 。 ロ (@) 

特別法人 金融庁 日本貸金業協会 公益法人 @ ロ (@) 

特別法人 農林水産省 全国土地改良事業団体連合会 公益法人 。 ロ ロ
事業者団体

特別法人 農林水産省 全国食肉業務用卸協同組合連合会 企業 。 。 @ 
(日)

特別法人
農林水産省

経済産業省
日本商品先物取引協会 公益法人 。 ロ (@) 

特別法人 経済産業省 全国石油商業組合連合会 中小企業等 。 。 。

その他 特別法人 金融斤 損害保険料率算出機構 公益法人、企業 口 ロ
(2) 特別法人 経済産業省 原子力発電環境整備機構 特殊法人 。 。 。(.d.)

作成のルルがある法人数 41 43 43 

{注)1 当省の調査結果による.

Z 表中の記号については、@:法律 0:政令ム.府令・省令口.定款、会計規程等を意味している。

3 収支計算書については、( )で表示している。

4 財務諸衰の注記等をもって附属明細書に代えている法人については、「ー』で表示している。

5 r会計基準」欄l士、法人が採用している次の会計基準を表示している。

『企業主企業会計基準、「特殊法人j:特殊法人等会計処理基準、「公益法人j:公益法人会計基準、「頭金保険機構』預金保険機構会計規程、

「規約等j:法人の内部規程、「中小企業等J・中小企業等協同組合会計基準
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図表IT-2-13事業報告書等に関する公開のルール
公開(ルール)

事
業
報
告

区分 旧形態 所管府省 法 人名 会計基準 書

特殊法人 総務省 日本消防検定協会 企業 口問限

認可法人 総務省 危険物保安按術協会 企業

検査・検定 特殊法人 経済産業省 高圧ガス保安協会 企業 1} 

(6) 特殊法人 経済産業省 日本電気計器倹定所 特殊法人 ロ備閲5

箆可法人 国土交通省 軽自動車横査協会 企業

認可法人 国土交通省 日本小型船舶検査機構 企業

認可法人 厚生労働省 建霞業労働災害防止協会 特殊法人

認可法人 厚生労働省 陸よ貨物運送事業労働災害防止協会 特殊法人 ロ備

災害防止 認可法人 厚生労働省 林業・木材製造業労働災害防止協会 特殊法人 ロ傭関5

(6) 認可法人 厚生労働省 港湾貨物運送事業労働災害防止協会 特殊法人 ロ備

認可法人 厚生労働省 鉱業労働災害防止協会 特殊法人 日備5

認可法人 厚生労働省 中央労働災害防止協会 企業 ロ備5

箆可法人 金融庁 日本公認会計士協会 公益法人 備閲5

認可法人 総務省 日本行政書士会連合会 公益法人

認可法人 法務省 日本司法書士会連合会 公益法人

士業団体 認可法人 法務省 日本土地家屋調査士会連合会 公益法人

(8) 認可法人 財務省 日本税理士会連合会 公益法人 備閲5

認可法人 厚生労働省 全国社会保険労務士会連合会 公益法人 備閲5

認可法人 経済産業省 日本弁理士会 公益法人

国土交通省 日本水先人会連合会 公益法人 備聞5

特殊法人 総務省 消防団員等公務災害補償等共済基金 企業、特殊法人 公備

認可法人 厚生労働省 企業年金連合会 企業 備関5
年金・保険・共済

毘可法人 厚生労働省 右炭鉱業年金基金 企業 ロ備閲5(5) 

認可法人 農林水産省 漁船保険中央会 企業、その他 備閲5限

箆可法人 農林水産省 全国漁業共済組合連合会 企業 備関限

認可法人 農林水産省 全国農業会撞所 企業

箆可法人 農林水産省 全国農業協同組合中央会 公益法人 閲限
事業者団体

認可法λ 経済産業省 日本商工会議所 公益法人 ロ備関5(5) 

認可法人 経済産業省 全国商工会連合会 公益法人 備閲5

認可法人 経済産業省 全国中小企業団体中央会 企業 備閲5限

寵可法人 警察斤 自動車安全運転セン合一 企業
その他

特殊法人 厚生労働省 社会保険診療報酬支払基金 企業 公備閲5
(3) 

認可法人 厚生労働省 中央職業能力開発協会 公益法人、企業

災害防止
特別法人

厚生労働省
船員災害防止協会 公益法人 備

(1) 国土交通省

特別法人 金融庁 生命保険契約者保護機構 預金保険機構 備閲10
年金・保険・共済

特別法人 厚生労働省 健康保険組合連合会 規約等 備閲限
(3) 

特別法人 厚生労働省 国民年金基金連合会 省令 備関限

特別法人 金融庁 日本柾券業協会 公益法人

特別法人 金融庁 日本貸金業協会 公益法人 ロ備閲5

特別法人 農林水産省 全国土地改良事業団体連合会 公益法人 ロ備閲5
事業者団体

特別法人 農林水産省 全国食肉業務用卸協同組合連合会 企業 備関5限(6) 

特別法人
農林水産省

日本商品先物取引協会 公益法人 口備
経済産業省

特別法人 経済産業省 全国右j由商業組合連合会 中小企業等 備関限5

その他 特別法人 金融庁 損害保険料率算出機構 公益法人、企業

(2) 特別法人 経潰産業省 原子力発電環境整備機構 特殊法人 備口公1

公開のルールがある法人数 32 

(注)1 当省の調査結果による。

Z 法令で規定されている場合は無表示とし、定款・会計規程等で規定されている場合のみ、口で表示している。

3 r公』・官報公示等、「備』備付け、『閲J:閲覧を意味しているロ

4 収支計算書については、( )で表示している。

5 備付け、公開等の期間が規定されていない場合は無表示とし、規定されている場合のみ、当該期聞を算用数字で表示している.

E 閲覧対象者が限定されていない場合は無表示とし、限定されている場合のみ、「限」と表示しているa

7 財務諸衰の注記等をもって附属明細書に代えている法人については、「ー』で表示している.

自『会計基準」欄は、法人が採用している次の会計基準を表示している.

貸
惜
対
照
表

口閲隈

1} 

口備閲5

ロ備

ロ備閲5

ロ備

口備5

ロ備5

備関公5

ロ閲限

備閲公5

備関5

口備公

備閲5

公備

備聞公5

ロ備閲5

備閲5限

備閲隈

閲隈

ロ備閲5

公備閲5

備閲5限

公備閲5

備

備閲公10

備閲限

ロ備閲5

ロ備閲5

備閲5限

ロ備

備関根5

備口公1

33 

「企業J:企業会計基準、「特殊法人J:特殊法人等会計処理基準、「公益法人』・公益法人会計基準、「預金保険機構J:預金保険機構会計規程、

「規約等J:法人の肉部規程、「中小企業等J:中小企業等協同組合会計基準
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図表11-2ー14 附属明細書の公開に関する法令上の規定内容

法人名 法令名 内容(抜粋)

日本公認会計 公認会計士法第 協会は、毎事業年度、第 46条の 6に規定する総会の決議を経た後、遅滞な

士協会 46条の 11の2 く、貸借対照表及び収支計算書を官報に公告し、かっ、貸借対照表、収支計算

書、附属明細書、事業報告書及び監事の意見書を、事務所に備えて置き、内閣

府令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない。

日本税理士会 税理士法第 49条 日本税理士会連合会は、毎事業年度、第49条の 15の規定において準用する

:坦右~1ロ'--'コ』EZ の 18 第 49条の B第3項に規定する総会の決議を経た後、遅滞なく、貸借対照表及

び収支計算書を官報に公告し、かっ、財産目録、貸借対照表、収支計算書及び

附属明細書並びに会則で定める事業報告書及び監事の意見書を、事務所に備え

て置き、財務省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない。

全国社会保険 社会保険労務士 連合会は、毎事業年度、総会の決議を経た後、遅滞なく、貸借対照表及び収

労務士会連合 法第 25条の 48 支計算書を官報に公告し、かっ、財産目録v 貸借対照表、収支計算書及び附属

dz』=z 盟週童並びに会員リで定める事業報告書及び監事の意見書を、事務所に備えて置

き、厚生労働省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない。

企業年金連合 厚生年金基金令 連合会は、前項の規定による厚生労働大臣の承認を受けたときは、遅滞なく、

4z2x h 第 52条の 7第2 財務諸表又はその要旨を官報に公告し、かっ、財務諸表及び附属明細書並びに

項 同項の業務報告書及び監事の意見を記載した書面を〈各事務所に備えて置き、

厚生労働省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない。

全国商工会連 商工会法第 57条 全国連合会は、第 2項の承認を受けたときは、遅滞なく、貸借対照表及び収

メロミ、コAズ 第5項 支決算書又はこれらの要旨を官報に公告し、かっ、事業報告書、貸借対照表、

収支決算書、財産目録及び附属明細書並びに同項の監事の意見書を、各蔓蓋E
に備えて置き、経済産業省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならな

し、。

社会保険診療 両齢者の医療の 支払基金は、第 1項の規定による厚生労働大臣の承認を受けたときは、遅滞

報酬支払基金 確保に関する法 なく、財務諸表又はその要旨を官報に公告し、かっ、財務諸表及び附属明細書

律第 145条第3 並びに前項の事業報告書、決算報告書及び監事の意見書を、各事務所に備えて

項 置き、厚生労働省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない。

生命保険契約 保険業法第 265 機構は、第1項の規定による内閣総理大臣及び財務大臣の承認を受けたとき

者保護機構 条の 39第3項 は、遅滞なく、財産目録、貸借対照表及び損益計算書を官報に公告し、かつ、

財務諸表等、附属明細書及び前項の監事の意見書を、各事務所に備え置き、内

閣府令・財務省令で定める期間、一般の閲覧に供しなければならない。

(注)下線は、当省が付した。
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図表11-2ー 15 附属明細書の内容に関する法令上の規定内容

法人名 法令名 内容(抜粋)

全国社会保険 社会保険労務士 法第 25条の 48の附属明細書には、次に掲げる事項を記載しなければならな

労務士会連合 法施行規則第 31 し、。

会 条 主な資産及び負債に関する事項

イ 長期借入金の明細(借入先及び借入先ごとの前事業年度末からの増減を

含む。)

ロ 債券の明細(銘柄及び銘柄ごとの前事業年度末からの増減を含む。)

ハ 引当金の明細(引当金の種類ごとの前事業年度末からの増減を含む。)

ニ 現金及び預金、未収収益、未収金その他の主な資産の明細

ホ 短期借入金、未払金、未払費用その他の主な負債の明細

固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

主な収益及び費用に関する事項

イ 補助金等の明細(当該事業年度に交付を受けた補助金等の名称、補助金

等に係る国の会計区分並びに補助金等と貸借対照表及び損益計算書に掲

記されている関連科目との関係についての説明を記載することロ)

ロ 連合会の役員及び職員の給与費の明細

ハ その他連合会の主な収益及び費用の明細

企業年金連合 厚生年金基金規 令第 52条の 7第2項の附属明細書には、次に掲げる事項を記載しなければ

dzh = 則第 72条の 8 ならない。

一 連合会に対する国の出資に関する事項

二 次に掲げる主な資産及び負債の明細

イ 年金給付等積立金の額(責任準備金の額との比較を含む。)

ロ 支払保証経理に係る資産

ハ支払備金に係る資産

ニ イからハまでに掲げるもののほか、主な資産及び負債の明細(次号に掲

げるものを除く。)

三 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

因 子会社及び関連会社(以下この条において「関連会社等Jという。)の株

式で、あって連合会が保有するものの明細(関連会社等の名称及び一株の金額

並びに所有株数、取得価額、貸借対照表計上額並びに事業年度当初及び事業

年度末におけるそれらの状況を含む。)

五 前号に掲げるもののほか、連合会が行う出資に係る出資金の明細

六 関連会社等に対する債権及び債務の明細

七 次に掲げる主な費用及び収益の明細

イ 国からの補助金等の明細(当該事業年度に国から交付を受けた補助金等

の名称、当該補助金等に係る国の会計区分並びに当該補助金等と貸借対照

表及び損益計算書に掲記されている関連科目との関係を含む。)

ロ 役員及び職員の給与費の明細

ハ イ及びロに掲げるもののほか、業務の特性を踏まえ重要と認められる

費用及び収益の明細(関連一般社団法人等に対し基本財産への出えん

その他の出えんを行っているときは、当該法人ごとの出えん額を含む。)

全国商工会連 商工会法施行規 法第57条第6項の附属明細書には、次に掲げる事項を記載しなければなら

J口"'-Lコhミ 則第9条の4 ない。

一 主な資産及び負債に関する事項

イ 長期借入金の明細(借入先及び借入先ごとの前事業年度末からの増減を

含む。)

ロ 債券の明細(銘柄及び銘柄ごとの前事業年度末からの増減を含む。)

ハ 引当金の明細(引当金の種類ごとの前事業年度末からの増減を含む。)

ニ 現金及び預金、未収収益、未収金その他の主な資産の明細

ホ 短期借入金、未払金、未払費用その他の主な負債の明細

二 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

三 主な収益及び費用に関する事項

イ 補助金等の明細(当該事業年度に交付を受けた補助金等の名称、国の会
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計区分並びに補助金等と貸借対照表及び損益計算書に掲記されている関連科

目との関係についての説明を記載すること。)

ロ 役員及び職員の給与費の明細

ハ その他連合会の主な収益及び費用の明細

社会保険診療 社会保険診療報 法第 145条第3項の附属明細書には、次に掲げる事項を記載しなければなら

報酬支払基金 酬支払基金の高 ない。

齢者医療制度関 一 次に掲げる主な資産及び負債の明細

係業務に係る財 イ 長期借入金の明細(借入先(財政投融資資金による借入れの有無を含

務及び会計に関 む。)並びに借入先ごとの事業年度当初及び事業年度末における借入残高

する省令第 17条 を含む。)

ロ 引当金及び準備金の明細(引当金及び準備金の種類ごとの事業年度当初

及び事業年度末における状況を含む。)

ハ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

ニ 支払基金が議決権の過半数を実質的に所有している会社(以下この条に

おいて「子会社Jという。支払基金及び子会社又は子会社が他の会社の議

決権の過半数を実質的に所有している場合における当該他の会社も、子会

社とみなす。)及び支払基金(支払基金が子会社を有する場合には、当該

子会社を含む。)が議決権の百分の二十以上、百分の五十以下を実質的に

所有し、かっ、支払基金が人事、資金、技術、取引等の関係を通じて財務

及び事業の方針に対して重要な影響を与えることができる会社(以下この

条において「関連会社Jという。)の株式であって支払基金が保有するも

の(高齢者医療制度関係特別会計において計上されるものに限る。)の明

細(子会社及び関連会社の名称及び一株の金額並びに所有株数、取得価額、

貸借対照表計上額並びに事業年度当初及び事業年度末におけるそれらの

状況を含む。)

ホ ニに掲げるもののほか、支払基金が行う出資に係る出資金(高齢者医療

制度関係特別会計において計上されるものに限るロ)の明細

へ 子会社及び関連会社に対する債権及び債務の明細

ト イからへまでに掲げるもののほか、現金及び預金、受取手形、売掛金、

支払手形、買掛金、短期借入金、未決算勘定その他の主な資産及び負債の

明細

二 次に掲げる主な費用及び収益の明細

イ 固からの補助金等の明細(当該事業年度に国から交付を受けた補助金等

の名称、当該補助金等に係る国の会計区分並びに当該補助金等と貸借対照

表及び損益計算書に掲記されている関連科目との関係を含む。)

ロ 役員及び職員の給与費の明細

ハ 関連一般社団法人等に対し基本財産への出えんその他の出えんを行っ

ているときは、当該関連一般社団法人等ごとの出えん額

ニ イからハまでに掲げるもののほか、高齢者医療制度関係業務の特性を踏

まえ重要と認められる費用及び収益の明細
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図表 II-2-16 各会計基準における附属明細書の内容等
各会計基準における附属明細書の内容
1 企業会計における附属明細書の内容

2 

3 

会社計算規則(平成 18年法務省令第四号) (抜粋)

第三編計算関係書類

第6章附属明細書

第 117条 各事業年度に係る株式会社の計算書類に係る附属明細書には、次に掲げる事項(公開会社以外の株

式会社にあっては、第一号から第三号に掲げる事項)のほか、株式会社の貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び個別注記表の内容を補足する重要な事項を表示しなければならない。

四

有形固定資産及び無形固定資産の明細

引当金の明細

販売費及び一般管理費の明細

第 112条第 1項ただし書の規定により省略した事項があるときは、当該事項

公益法人会計基準における附属明細書の内容

「公益法人会計基準についてJ(平成 20年4月 11日内閣府公益認定等委員会) (抜粋)

第 6

1 

附属明細書

附属明細書の内容

附属明細書は、当該事業年度における貸借対照表及び正味財産増減計算書に係る事項を表示するものと

する。

2 附属明細書の構成

附属明細書は、次に掲げる事項の他、貸借対照表及び正味財産増減計算書の内容を補足する重要な事項を

表示しなければならない。

(1)基本財産及び特定資産の明細

(2) 引当金の明細

なお、財務諸表の注記に記載している場合には、附属明細書においては、その旨の記載をもって内容の記

載は省略するととができる。

特殊法人等会計処理基準における附属明細書の内容

「特殊法人等会計処理基準J(昭和 62年 10月(平成 19年 11月 19日改訂)財政制度審議会

小委員会) (抜粋)

第 7 附属明細書

公企業会計

法人は、損益計算書及び貸借対照表の内容を補足説明するため、次の事項を明らかにした附属明細書を作

成するものとする。

① 出資者及び出資額の明細

② 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

③ 国庫補助金等の明細

④ 主な費用及び収益の明細等
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特殊法人等会計処理基準における附属明細書の公表
特殊法人等会計処理基準(昭和 62年 10月(平成 19年 11月 19日改訂)) (抜粋)

第 9 公開

法人は、財政状態、経営成績及び事業活動の状況について広く国民一般に公開するため、できる限り早期に、

財務諸表、附属明細書及び事業報告書を主要な事務所に備え付け、又は損益計算書及び貸借対照表若しくはこれ

らの要旨を官報等に掲載する方法により公表するものとするロ

公益社団法人及び公益財団法人における附属明細書の閲覧
公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律(平成 18年法律第 49号) (抜粋)

第二章公益法人の認定等

第二節公益法人の事業活動等

第三款公益法人の計算等の特則

(財産目録の備置き及び閲覧等)

第 21条 公益法人は、毎事業年度開始の日の前日までに(公益認定を受けた日の属する事業年度にあっては、当該

公益認定を受けた後遅滞なく)、内閣府令で定めるところにより、当該事業年度の事業計画書、収支予算書その他

の内閣府令で定める書類を作成し、当該事業年度の末日までの問、当該書類をその主たる事務所に、その写しをそ

の従たる事務所に備え置かなければならない。

2 公益法人は、毎事業年度経過後三箇月以内に(公益認定を受けた日の属する事業年度にあっては、当該公益認定

を受けた後遅滞なく)、内閣府令で定めるところにより、次に掲げる書類を作成し、当該書類を 5年間その主たる

事務所に、その写しを 3年間その従たる事務所に備え置かなければならないロ

一財産 目 録

二 役員等名簿(理事、監事及び評議員の氏名及び住所を記載した名簿をいう。以下同じ。)

三 第5条第十三号に規定する報酬等の支給の基準を記載した書類

四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定める書類

3 第 1項に規定する書類及び前項各号に掲げる書類は、電磁的記録(電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によ

っては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものとし

て内閣府令で定めるものをいう D 以下同じ。)をもって作成することができるロ

4 fjjJム主、公益法人の業務時間内は、いつでも、第 1項に規定する書類、第2項各号に掲げる書類、定款、社員名

簿及び一般社団・財団法人法第 129条第1項(一般社団・財団法人法第 199条において準用する場合を含む。)に

規定する計算書類等(以下「財産目録等j という。)について、次に掲げる請求をすることができる。この場合に

おいては、当該公益法人は、正当な理由がないのにこれを拒んではならない。

一 財産自録等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写しの閲覧の請求

二 財産目録等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定め

る方法により表示したものの閲覧の請求

5 前項の規定にかかわらず、公益法人は、役員等名簿又は社員名簿について当該公益法人の社員又は評議員以外の

者から同項の請求があった場合には、これらに記載され又は記録された事項中、個人の住所に係る記載又は記録の

部分を除外して、同項の閲覧をさせることができる。

6 財産目録等が電磁的記録をもって作成されている場合であって、その従たる事務所における第4項第二号に掲げ

る請求に応じることを可能とするための措置として内閣府令で定めるものをとっている公益法人についての第1

項及び第2項の規定の適用については、第 1項中「その主たる事務所に、その写しをその従たる事務所」とあるの

は「その主たる事務所」と、第2項中「その主たる事務所に、その写しを 3年間その従たる事務所Jとあるのは「そ

の主たる事務所Jとする。

(注)下線は、当省が付した。
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(参考)

一般社団法人及び一般財団法人における附属明組書の閲覧

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律(平成 18年法律第 48号) (抜粋)

第2章一般社団法人

第四節計算

第三款計算書類等

(計算書類等の作成及び保存)

第 123条 一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、その成立の日における貸借対照表を作成しなければな

らない。

2 一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、各事業年度に係る計算書類(貸借対照表及び損益計算書をい

う。以下この款において同じ。)及び事業報告並びにこれらの附属明細書を作成しなければならない。

3 計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、電滋的記録をもって作成することができる。

4 一般社団法人は、計算書類を作成した時から 10年問、当該計算書類及びその附属明細書を保存しなければなら

ないロ

(貸借対照表等の公告)

第 128条 一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、定時社員総会の終結後遅滞なく、貸借対照表(大規模

一般社団法人にあっては、貸借対照表及び損益計算書)を公告しなければならない。

2 前項の規定にかかわらず、その公告方法が第331条第 1項第一号又は第二号に掲げる方法である一般社団法人は、

前項に規定する貸借対照表の要旨を公告することで足りる。

3 前項の一般社団法人は、法務省令で定めるところにより、定時社員総会の終結後遅滞なく、第1項に規定する貸

借対照表の内容である情報を、定時社員総会の終結の日後 5年を経過する日までの問、継続して電磁的方法により

不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置く措置をとることができる。この場合においては、前二項の

規定は、適用しない。

(計算書類等の備置き及び閲覧等)

第 129条 一般社団法人は、量豊童塑笠(各事業年度に係る計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書(第 124

条第 1項又は第 2項の規定の適用がある場合にあっては、監査報告文は会計監査報告を含む。)主上''5。以下この

条において同じロ)を、定時社員総会の日の一週間(理事会設置一般社団法人にあっては、二週間)前の日(第四

条第 1項の場合にあっては、同項の提案があった日)から 5年間、その主たる事務所に備え置かなければならない。

2 一般社団法人は、計算書類等の写しを、定時社員総会の日の 1週間(理事会設置一般社団法人にあっては、 2週

間)前の日(第四条第 1項の場合にあっては、同項の提案があった日)から 3年間、その従たる事務所に備え置

かなければならない。ただし、計算書類等が電磁的記録で作成されている場合であって、従たる事務所における次

項第三号及び第四号に掲げる請求に応じることを可能とするための措置として法務省令で定めるものをとってい

るときは、この限りでない。

3 社員及び債権者は、一般社団法人の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第

二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該一般社団法人の定めた費用を支払わなければならない。

一 計算書類等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写しの閲覧の請求

二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求

三 計算書類等が電滋的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を法務省令で定め

る方法により表示したものの閲覧の請求

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって一般社団法人の定めたものにより提供することの

請求又はその事項を記載した書面の交付の請求

第3章一般財団法人

第三節計算

第 199条前章第四節(第 121条第 1項後段及び第2項並びに第 126条第 1項第一号、第二号及び第四号を除く。)

の規定は、一般財団法人の計算について準用する。(以下略)

(注)下線は、当省が付した。
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